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学習院大学法学部教授田中靖政
　「原子力安全委員会（都甲泰正委員長）は9日，　『研究開発段階の原子力施設に係わる事故時
の情報公開等流通のあり方に関する特別会合』の第4回会合を東京・霞が関の通産省別館で開い
た。初めて公開で行われた今回の会合に講師として田中靖政・学習院大学法学部教授を招へい。
田中教授は原子力災害における広報活動について，『できるだけ早く，正確な情報を国民に伝え
ることが目的』としたうえで，r誰にでも分かる平易な文章・用語で発表する工夫が必要だ』と
強調した。」（電気新聞，1996年8月12日）
1．「もんじゅ」の事故
　1995年12月8日に発生した高速増殖原子炉「もんじゅ」の事故は，事故それ自体は冷却用配管
から液体ナトリュームがもれ，空気と接触した際に高温を発し，部分的に火災が起こった程度の
最も軽度の事故と見なされているが（「7」を最高とする原子力事故の国際評価尺度上「0」ま
たは「1」と推定されている），いわゆる「事故隠し」のたあにマスコミを賑わし，情報に欠け
る一般国民を強い不安に陥れた。
　事故そのものについては，当時の新聞報道のほか，1996年5月23日には科学技術庁からr中間
報告』（A4版55ページ，付録19ページ，参考27ページ）が発表されているので，ここでは特に
触れない。
　また，後述するように，科学技術庁ホームページ（http：／／…．sta．go．jp／）はr「もんじゅ」
についてのお知らせ』と題して原子力安全委員会発表［1995／12／09～1996／01／25（計10
回）］，原子力委員会発表［1995／12／12　～1996／02／20（計13回）］，科学技術庁発表
［1996／01／08～1996／02／26（計21回）］の全文を載せているし，　「もんじゅ」の事業主体
である動力炉・核燃料事業団（動燃事業団）ホームページ（http：www．　pnc．　jp／index．　htmDも，
95年12月発表分［計43回］，96年1月発表分［計28回］を全て全文載せているので，関心のある
読者はこれらを参照していただきたい。
　さて，　「もんじゅ」の事故は，一方では国民の間に原子力災害についての不安を広あたが，他
方では我が国の原子力政策に係わる政策決定者（原子力委員会，原子力安全委員会），ならびに
原子力行政の責任者（科学技術庁，通産省資源・エネルギー庁）の間に我が国の原子力の先行き
について深刻な不安を広めた。
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　「もんじゅ」の事故から間もない1996年1月23日，「原子力銀座」と称せられる福井・福島・
新潟3県の知事から橋本首相に対して，原子力に関する国民の同意を問うための「原子力政策円
卓会議」開催を要請する異例の提案がなされた。これを受けて，原子力委員会は，4月25日，第
1回「原子力政策円卓会議」を東京・平川町の日本海運倶楽部で開催した。（Dこれには，関係
省庁からの出席者の他，一般市民から選ばれた傍聴者126名，地方自治体関係者32名が傍聴者と
して参加し，原発立地県知事，原子力専門家，環境問題専門家，電力業界代表者，原子力反対運
動活動家など合計12人名が意見を述べた。8月現在，この「円卓会議」は開催の場所を地方に移
して継続している。
　他方，原子力安全委員会は，　「もんじゅ」の事故の経験を反省し，原子力発電所ならびに原子
力関連施設の安全管理をさらに徹底させるために，別個にr特別会合』を設け，専門家や有識者
の意見を聴取することになった。これが，冒頭で引用した「研究開発段階の原子力施設に係わる
事故時の情報公開等流通のあり方に関する特別会合」である。どのような基準で筆者が「講師」
に選ばれたかは詳らかではないが，「原子力に対する国民のリスク／ベネフィット感の計量分析」
「災害研究」　「リスク・コミュニケーション研究」などの領域での研究が誰かの目に留まったの
かもしれない。
　この論文は，上記の「特別会合」で述べた内容を中心に，その社会・政治的背景，さらに，
「危機管理」に関する我が国の文化に内在すると考えられる「弱点」について要約したものであ
る。
2．危機管理の要諦
　「もんじゅ」の事故は「国際評価尺度」上の「0」もしくは「1」として推定される，原子力
事故としては最も軽度の事故であった。「放射能もしくは放射線もれ」がなかったという点では
「0」に限りなく近く，パイプからもれた液体ナトリュームが空気に触れて高温を発し，その結
果小規模の火災が起こったという点では「1」に近いと言われる。最終的な判定はまだ出ていな
い。
　しかし，事故発生後の動力炉・核燃料事業団の対処の仕方は，　「危機管理」の原則からすれば，
不適切なものが多かった。　「世論に与える影響」を慮って事故現場のビデオテープを故意に編集
して報道関係者に発表したことが，「事故隠し」として世論の糾弾を浴びることになった。1981
年に日本原子力発電の敦賀原子力発電所で一般排水出口棚にごく少量の放射性物質が発見された
ときにも，発電所からの正規の報告が遅延したためにマスコミに「事故隠し」と報道され，小さ
な技術的異常が大きな「社会的事件」となったことがある。両者に共通するのは，　「危機管理」
におけるコミュニケーションの諸問題の対処が正しくなされていなかったことである。
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ここでは，先ず「危機管理」に必要な一般的原則を概観することとする。
（1）　「危機」の想定
　「危機管理」を十分に行うためには，まず「想定される最大危機」の具体的詳細に関する科学
的予測が出発点とならなければならない。　「想定される最大危機」は，発生する「事象」（event）
によって性格が異なる。たとえば，　「M7の大地震」と「国際評価尺度r7』の原子力事故」で
は，第1次災害から第2次，第3次災害までの移行過程が全く違うのみならず，災害前の予防・
予知体制，災害直後の支援体制，災害復興の過程も異なる。したがって，　「想定される最大危機」
に対する対処の仕方は，ある個別的な事象に固有な「事象の木」（event　tree）を仮設し，　「最悪
事態」から順次グレードダウンするよう，OR（Operation　Research）的技法や「デルファイ法」
などを用いて，シナリオを作成することから着手しなければならない。こうした「危機」のシナ
リオによって，コミュニケーション・システムやコミュニケーション内容の設定を含め，予め危
機に対する対処行動の選択肢を詳細に設定しておくことが可能となる。
　例えば，1979年3月，アメリカのペンシルバニア州にあるrThree　Mile　Island」原子力発電
所で炉心溶融という当時においては史上最悪の大事故が起こった際，当時のカーター大統領は
「国家的危機」　（すなわち，仮想された第3次世界大戦）のために予め準備されていた多元的コ
ミュニケーション・システムの投入と，原子力規制委員会の原子炉安全部長を窓口に据えてコミ
ュニケーションの一元化とを自ら命じ，一方では危機の実態の迅速な把握に務め，他方では流言
飛語によるパニックの発生を抑止した。（2）1986年4月には，今度はソ連のウクライナにあるチ
ェルノブイリ原子力発電所で原子炉が爆発し，炉内の放射性物質が国外にも流失するという大事
故が起こったが　この際のソ連政府の「危機管理」能力の欠如は，全体主義国家特有の固い「秘
密主義」とあいまって，世界世論の非難の的となった。（3）　「もんじゅ」の事故は，幸いなこと
に放射能もれの全くない軽微な事故であったものの，　「危機管理」能力の欠如という点では，チ
ェルノブイリの轍を踏んだとも言えるかもしれない。
②　　「危機管理」の目標
　「危機管理」は「想定される最大危機」を基にして設計される。　「想定される最大危機」の仮
定がいい加減であれば，　「危機管理」もそれに応じていい加減にならざるをえない。アメリカの
場合には，政治・外交・軍事的に最大の危機は当然「核戦争」となることが想定される「第3次
世界戦争」である。また，自然災害として最も発生確率の大きいものには，　「卜一ネード」（竜
巻）や「サイクロン」　（台風）がある。日本では，最近の「関西大震災」が，大規模な自然災害
における「事象の木」の想定，危機シナリオの策定，対処行動の選択肢の仮設などに対して，将
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来のたあに十分な教訓を残したといえるだろう。
　一般に，　「危機管理」は以下のような目標を意識して設計されなければならない。
　目標1：「危機」とは，不特定多数の「人命」と「財産」への深刻な被害を発生させ，かっ，
　　　社会・経済・政治システムの崩壊をもたらす事象であること。また，「危機管理」は，こ
　　　うした危機の予測，対処，および回復を目的とした包括的な「システム」であること。
　目標2：「危機管理」は，危機の回避が不可能もしくは著しく困難であった場合，　「封じ込あ」
　　　によって被害を「最少化」することを目標とすること。
　目標3：「危機管理」は，　「カナモノ」もしくは「機械系」にではなく，　「人間」もしくは
　　　「社会・人間系」に，より重点を置かねばならないこと。言い換えれば緊急な危機状況
　　　においては，　「カナモノ」もしくは「機械系」は「人間」もしくは「社会・人間系」が必
　　　要とする重要な支援システムを構成するが，それ自体，　「危機管理」の目的ではないこと。
　目標4：「危機管理」の総体的システム（すなわち，「危機」の想定シナリオ策定および「危
　　　機」に対する対処行動の選択肢の仮設）においては，　「自然」　「生命」および「機械」の
　　　問題解決に当たる「自然科学・医学・工学系」の専門家，　「社会・人間現象」の問題解決
　　　に当たる「社会科学系＋コミュニケー一一ション」の専門家，ならびに社会秩序の維持や回復
　　　の問題解決に当たる「保安」の専門家からなる，学際的・業際的な「タスクフォース」方
　　　式による共同作業が必要であること。
　目標5：国家規模の広域「危機管理」システムは，平時から「中央→地方自治体」および「地
　　　方自治体→中央」，さらに「地方自治体→地方自治体」の双方向的コミュニケーション・
　　　ネットワークを持たねばならず，また，緊急時には末端（地方自治体）おける意思決定の
　　　権限が制度的（法的）に付与されていなければならないこと。
　1995年の「関西大震災」は，その地域に「危機管理」の概念が欠如していたこと，特に広域に
またがる「危機管理」システムが不在だったこと，さらに，自衛隊の初動を含めて「危機管理」
に必要な対処行動に制度的な障害が多かったことなどを明らかにした。おそらく，こうしたこと
の総和が第2次災害による人的被害を不必要に木きくしたのであろう。
（3）　「アクション・プログラム」の条件
　「危機管理」の成否は，適切な対処行動の選択に掛かっているといってよい。言い換えれば，
通常時において，どの程度現実的で実行可能な「アクション・プログラム」が書けているかが，
人命と財産の損失を最小限に留める鍵である。こうした「アクション・プログラム」を書く作業
には，次の諸点を留意する必要があるように思われる。
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　①過去の事例から学ぶ：
　例えば「関東段震災」の教訓（対応の遅延の原因と結果など）を活かし，明らかに過ちと評定
されたことを繰り返さないことである。他方，結果的に有効と見なされた偶発的な行為（他の通
信手段が途絶した際のアマチュア無線による交信や，自発的なボランティア活動による衣食の配
給など）は平常時から制度化しておく価値がある。
　②具体性：
　例えば，緊急時の情報の伝達には「何が」　「何時」　「何処で」　「なぜ」　「どのようにして」
「起こったか」を具体的に，しかも簡潔に記述する「迅速」　「正確」かつ「平易」な表現が必要
である。この種のコミュニケーションは一般の市民生活では馴染みが薄い。あるいは職業的に経
験の深い優秀な新聞記者だったら，こうした報告のスタイルが身についているかもしれない。し
かし，職業的に最も訓練されているのは（あるいは，訓練されていなければならないのは）軍隊
すなわち，我が国では自衛官である。軍隊では，命令や報告の伝達，あるいはこれらの受領に対
して必ず「復唱」による確認が行われる。こうした個々の行動の選択肢をフローチャートにした
ものが，ここで言う「具体性を重視」した「緊急時マニュアル」に他ならない。
　「もんじゅ」の事故のような閉鎖的な機械系で生じた異常や事故に関しては，実際の現場では
多くの不確定要因が残るにしても「対処行動」が論理的に設定できるだけ，　「緊急時マニュアル」
はまだ書きやすい。しかし，閉鎖的な機械系で生じた異常や事故であっても，それがひとたび地
方自治体やマスコミを通じて外部に伝えられ，地域住民や一般大衆に心理的，社会的，政治的影
響を与えるということになると，人間・社会系に対する「対処行動」は機械系に対する「対処行
動」に比べてはるかに複雑となり，　「対処行動」の種類も選択肢も多くなる。またそれだけに，
緊急時における情報の窓口の「対処行動」を予めマニュアル化しておくことが必要ということに
なるだろう。偶然とはいえ，同じ敦賀で発生した2件の原子力事故が，いずれも事故としては軽
微なものであったにもかかわらず「社会的事件」となったのは，多分にコミュニケーションに関
する「緊急時マニュアル」の内容が十分に「具体的でなかった」と推定されるのである。
　③整合性：
　大規模災害につきものであるのは，関西大震災のケースでも分かるように，危機状況が局地的
な規模に留まらず，広範囲に飛び火することである。したがって，　「現場」　（原子力関連施設），
「ローカル」　（原子力関連施設立地点の市町村および県），　「ナショナル」　（霞が関および首相
官邸）の各レベルの「アクション・プログラム」の整合性を検討し，実際にテストしておく必要
がある。特に，地方自治体・県・政府省庁間の通信リンクの確保，警察や自衛隊の役割分担およ
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び指令系統の確立および通信リンクの確保，一般市民の協力などは「ナショナル・アクション・
プログラム」に書き入れられていなければならない最優先事項である。各レベルで予め予算措置
を取った上，「防災の日」などを利用して，こうした「ナショナル」および「ローカル」な「ア
クション・プログラム」を少なくとも部分的に発動してみる必要があろう。
　④　C31：
　「アクション・プログラム」には，広域災害の場合の「現場」から「ナショナル」に至る
「C31」（シー・キューブド・アイ…Co㎜and，　Contro1，　Co㎜unication，　and　Intelligence
－一 w揮・統制・通信ならびに情報活動）機能の体系的な分担と一元化が書き込まれていなけれ
ばならない。いうまでもなく，rC31」は危機に対する情報を中心とする「対処行動」であり，
もともとはOR（operation　research）から発展した軍事的作戦行動の一部である。これには現
場の携帯用通信設備から衛星通信用設備までさまざまな通信用ハードウェアの調達と調整が必要
であり，またそれとともに，地方自治体，警察，自衛隊，中央省庁間の通信ネットワークが確立
されなければならない。
　かつての「おすたか山」JAL機墜落事故の際の墜落現場の確認と生存者の救出のケースを見
てみると，無線の波長帯の不一致が有効なrC31」システムの大きな障害となったことが分か
る。例えば，現場付近では，自衛隊の使う無線の波長帯と県警が使う無線の波長帯が異なるため，
最後には捜索ヘリコプターの無線を受信する陸上自衛隊の指令車に県警のパトカーが随伴して，
ようやくヘリコプターからの情報が県警から県へ，そしてさらに中央へ中継されるようになった
と言われる。また，生存者救出のために首都圏を出発した陸上自衛隊の大型車両部隊が現場付近
の地理不案内のたあに長時間「迷子」となり，最後に県警のパトカーがこの部隊を発見して駐車
場に誘導したということもあったと言われる。これも自衛隊と県警の通信リンクが確立していな
かったことに由来するエピソードである。
　アメリカのTMI原発事故の際にも，「通勤車両のラッシュ」という極めて日常的状態が
「C31」システムの機能をマヒさせたことが知られている。　NRC（原子力規制委員会）は
TMI事故の第1報の受信後，各委員ならびに主な管理職を緊急招集するたあ「ポケット・ベル」
による呼び出しを図ったが，　「ポケット・ベル」の携帯者の大半が首都に向かう朝の車のラッシ
ュにつかまっていたたあ，公衆電話に立ち寄ってオフィスからの呼び出しに応えることができな
かった。これを契機にNRCは，緊急時の呼び出しが不可欠な要員の車両には全て移動無線を設
置することを決めたと言われる。
　我が国でも「もんじゅ」の事故以降，政府の原子力安全担当官および関係者は各自「ポケット
・ベル」を携帯するようになった。しかし，アメリカが1979年のTMI事故を契機に「ポケット
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・ベル」から「移動無線」への切替えを断行したことと比べると，日本のrC31」システムの
構築はかなり遅れを取っているように見受けられる。
（4）　「緊急時アクション・プログラム・マニュアル」における「広報」の役割
　ここで言う「マニュアル」は，論理的な流れに沿って，誰にも分かる平易な文章と用語で書か
れていなければならない。緊急事態が発生したとき，たまたま現場にいあわせた人間が「専門家」
であるとはかぎらないからである。この点を考慮した上で，この種の「マニュアル」には，特に
緊急時のコミュニケーション，すなわち「広報」を意識して，次の諸点を優先的に重視する必要
があるように考えられる。
　広報活動1：「緊急時アクション・プログラム・マニュアル」には必ず「緊急時の広報活動」
　　　のセクションが設けられなければならない。
　広報活動2：どんな災害・事故でも「軽く見る」という第一印象を受け手に与えることは不適
　　　切である。これは後になってから，「事実の意図的隠蔽」とか，「状況把握や予測の甘さ」
　　　とか，社会的糾弾の的となりえるからである。一歩譲って仮に意図的ではなくとも，　「小
　　　さなウソ」が「社会的大事件の火種」となる可能性を常に含んでいることは「もんじゅ」
　　　のケースからも明らかであろう。
　広報活動3：新聞の締切り，TVニュース番組の締切りにあわせた「時宜を得た」発表など，
　　　時間を考慮して広報活動を実施することが，マスコミに対する行動による「サービス精神」
　　　の表現として必要である。異常ないし事故発生後，3～4時間がひとつの目処と考えられ
　　　る。発表のタイミングを失すると，その意図が全くない場合でも「意図的な隠蔽」という
　　　印象をマスコミや一般大衆に与える公算が大となることに注意しなければならない。
　広報活動4：異常または事故（広義の危機状況）に際して，広報担当者は取材記者ならびに一
　　　般大衆の立場にたって「発表」することが求められる。言い換えれば，　「危機管理」の一
　　　端としての広報活動は，自分の土俵で相撲をするのではなく，取材記者や一般大衆の土俵
　　　で相撲をしなければならない。特に危機が深刻な場合には，それだけ取材記者や一般大衆
　　　の要求も強くなるので，この原則をおろそかにすると，取材記者や一般大衆の「思惑」や
　　　「憶測」が一人歩きしだす危険がある。したがって，取材記者や一般大衆が「何を最も知
　　　りたいか」を予め予想しておくことが肝要である。過去の事例に係わる新聞紙面や論説，
　　　あるいはテレビ報道や解説の内容は，この「何を最も知りたいか」という疑問に有力なヒ
　　　ントを与えてくれるはずである。
　広報活動5：特に緊急時における「危機管理」の一端としての広報活動には，　「迅速」　「正確」
　　　「平易」の3原則を遵守することが必要である。TMI事故，あるいは「もんじゅ」の事
一9一
計算機センター年報　Vo1．17　1996
故に見られたように，実際に何が起こりつつあるかということの確認には時間がかかる。
最終的な確認がなされるまで，マスコミの取材を待たせておくことは事実上不可能である
し，また，決して結果的に好ましいことではない。したがって，異常もしくは事故が公的
に地方自治体や中央官庁に報告された時点までに判明している限りの「何が」　「何時」
「何処で」　「なぜ」　「どのようにして」　「起こったか」に関する情報を「可及的速やか」
に発表する必要があろう。先にも触れたが，　「迅速」に関しては，危機の全貌が明らかに
なるのを待ち，地域住民やマスコミを長いこと「情報の空白状態」に置くよりは，できる
だけ早い時期に「初期発表」を行って次の発表を「予告」する機会を設けたほうが，　「危
機管理」上，適切と考えられる。
　「発表」の際に必要とされるのが，　「正確」かつ「平易」な表現である。ここで言う
「正確さ」とは専門家に要求される科学的な「正確さ」ではなく，非専門家が納得するよ
うな「正確さ」であることを認識する必要があるだろう。マスコミや一般大衆が求あてい
る情報は，つきつめれば，　「安全なのか」　「危険なのか」　「今のところは安全とも危険と
も言えない状況なのか」ということであり，このポイントを押さえない情報はどんなに科
学的，技術的に「正確」であっても，結果的に「的外れ」ということになる。さらに言え
ば，マスコミや大衆が求める「正確さ」とは，　「ウソ」でない「ホント」のことであるこ
とを理解すべきであろう。言い換えれば、ここで言う「正確さ」とは「あるがままの事実」
のことである。　「もんじゅ」の事故では，世論に対する悪影響を「おもんぱかった」が故
に，かえって「事故の隠蔽」という社会的事件になってしまった。確かに，思慮に欠けた
「事実の公表」はいたずらに人心を不安に陥れ，パニックの引き金を引く危険がある。し
かし，事実の公表と同時になされる市民の冷静さを求める呼び掛け，あるいはさらに具体
的に，次の公表に注意するようにとの呼び掛けなどは，パニックの発生を防止する効果を
持つと考えられる。
　他方，本来，高度に技術的な異常や事故から生ずる事態の説明は，専門的な技術用語で
説明されるのが最も自然であるであろう。しかし，それでは，専門用語を知らない非専門
家には理解できない。　「もんじゅ」の事故に際しても批判されたように，専門用語の羅列
は一般大衆に苛立ちや反発を生じさせることはあっても，恐怖や不安の鎮静にはほとんど
役立たない。確かに，事故の概要を非専門家にも理解できるような「平易」なメッセージ
に翻訳することは極めて困難という見方もある。しかし，それは必ずしも正しくない。
　TMI事故に際して，アメリカの主要新聞は事故の概要と進展状況を図入りで一般読者
にも分かりやすく説明したし，また，rニューヨーク・タイムズ』のように紙面にわざわ
ざ専門用語のグロッサリー（用語解説）の欄を設けた新聞もある。要は，発表する側のメ
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　　ッセージの作り方（発表の仕方や内容，例えばグロッサリーの作成），特に発表に使う材
　　料（図表，写真，音声またはビデオ・クリップなど）の作り方をどう非専門家にも分かり
　　やすいように工夫するかの問題であって，非専門家に伝えるメッセージ作りが全く不可能
　　というわけではないのである。
　　　マスコミの取材記者は一般大衆の「代表」である。取材記者に分かるような「口頭説
　　明」，取材記者に分かるような「資料」は，一般大衆に対する「親切心」の表れであると
　　同時に，発表者側の「意図」を確実に相手に伝える唯一の手段，唯一の機会である点を深
　　刻に受け止めるべきであろう。
広報活動6：広報活動には日常の心掛けが重要である。広報活動は双方向的コミュニケーショ
　　ンの一種である。したがって，　「発表」を通じて「相手を知る」ことも広報活動の重要な
　　機能の一つである。例えば，広報担当者は通常の業務の一端として定例的に取材記者に
　　「発表」を行い，　「質疑応答」を通じて顔や名前，あるいは個人的特徴を押さえておくこ
　　とができる。公的なコミュニケーション活動を通じて「相手を知る」ことは，「知は力な
　　り」という伝統的政治哲学を持ち出すまでもなく，日常的な相互関係を円満に運ぶための
　　「便宜」としても重要であることを思い起こすべきであろう。
3．　「原子力危機管理」と「核アレルギー」
　我が国の「原子力危機管理」は，社会的，文化的風土のなかで培われたさまざまな要因，特に
心理的要因を考慮して考えられなければならない。こうした要因のなかに「核アレルギー」があ
る。心理的に言えば，　「核アレルギー」は「核兵器，核物質，核エネルギー利用など，核に関連
し，ヒロシマ・ナガサキの惨状を連想させるようなすべての事象に対する強い情動的反応（不安，
恐怖，嫌悪，拒否）」と定義することができる。（4）　「核アレルギー」の実体は戦後50年間の日
本における学校教育，政治運動，およびマスコミから学習された心理過程とみなすことができる
。　「核アレルギー」が日本人に固有な心理過程であるか，あるいは，「核アレルギー」が日本の
文化的風土のなかで永久に存続するかどうかは別問題であるにしても，少なくとも現在は，我が
国の「原子力危機管理」が，　「核アレルギー」と呼ばれるような特殊な心理的要因の影響を考慮
に入れながら設計され，実施されねばならないことは事実として受け入れる必要がある。
（1）原子力に関する最近の世論の動向
　①一般大衆に見られる原子力に対する「不安」の原因
　「世論調査」とは，ある社会的問題に関する市民の意見の分布状況を調べる科学的方法のひと
つである。1993年3月，科学技術庁は，前年の秋に実施した「原子力に関する世論調査」の結果
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を発表した。〔5｝それによると，回答者（N・2422）のうち，　「原子力を不安に思う者」70．1％に
対して，　「不安に思わない者」25．8％という結果が得られた。それでは，　「原子力」の何がこの
ように多数の人びとに不安を感じさせているのか。上記の世論調査で明らかにされた上位10位ま
での男女別r不安の原因」は次の通りである。
表1．原子力発電所への不安の原因
1
0
6
0
04．
万一の大事故の被害
事故などの情報不足
放射線（能）の人体
や子孫への影響
人的ミスの可能性
5．放射性廃棄物の対策
6．放射線は見えない
7．海外の原発事故の
　　放射能の影響
8．原子炉などの老朽化
9．核燃料サイクルの安
　　全性
10．広島・長崎の原爆の
　　連想
　　　（％）
全体　66．4
全体　63．2
全体　59．7
全体　56．7
全体　54．8
全体　42．7
全体　41．3
全体　37．6
全体　32．4
全体　24．2
　　（％）　　　　　　（％）
男66．4（＝）女66．4
男64．0（≒）女62．7
男53．1（〈）女64．3
男58，4（≒）女55．5
男59．　4（〉）女51．　6
男36．3（〈）女47．1
男40．7（≒）女41．7
男39．4（≒）女36．3
男38．5（〉）女282
男18．0（＜）女28．4
　表1でまず気付くことは，1．から9．まで具体的な原因はさまざまであるが，これらのすべ
てが「放射線（能）」に関連があることである。また，4人に1人は「広島・長崎の原爆」を挙
げている。5ポイント以上の男女差（〉またはく）を見ると，女性では「人体や子孫への影響」
「目に見えない」　「原爆の連想」が男性より多く，男性では「放射性廃棄物」　「核燃料サイクル
の安全性」が女性より多い。相対的に，男性には原子力に関する知識量が多く，女性には感性的
な反応が多い。いずれにしても，「原子力への不安」が「放射能（線）の被害」に起因している
ことは明らかで，女性には特にその傾向が強い。他方，　「広島・長崎」を連想した回答者が全体
の4分の1以下だったことは，大多数の回答者が今日の原子力問題を50年前の原爆経験と必ずし
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も同一視していないことを示唆している。
　これとほぼ同様な結果は，総理府広報室が1990年秋に実施し，91年1月に発表した「原子力に
関する世論調査」の結果にも見いだすことができる。（6）その結果を，表2と表3に要約して掲
げておこう。
表2．原子力発電に対する不安の原因
①
②
③
④
⑤
放射線（能）が人体や子孫に与える影響
事故や故障による放射線（能）漏れ
放射性廃棄物の管理や処理・処分
事故や故障などの状況をよく知らされない
放射線（能）は目に見えない
43％
39％
39％
31％
28％
表3．原子力について知りたいこと
①
②
③
④
⑤
放射線（能）の人体や環境への影響
放射性廃棄物の処理処分方策
原子力発電所の安全対策
原子力発電所の故障・トラブルの状況
原子力発電の必要性
48％
43％
43％
31％
25％
　これらを見て明らかなように，「核アレルギー」と称せられる心理的な拒絶反応の根底には
「放射能（線）」に対する根強い不安が潜在している。反面，　「放射能（線）」について「知り
たい」という欲求も強い。このことからも推察できるように，「核アレルギー」は必ずしも一般
に信じられているように全てが感性的な拒否反応ではなく，自発的に「知る」ことによって恐怖
や不安からの脱却を求める合目的的な知的行動の一面を含んでいると言える。いずれにせよ，い
ざという時の「危機管理」の円滑な実現を可能とするためには，平素から一般大衆の「放射能
（線）」に関する学習を助けるような啓蒙プログラムの実施が必要であり，官産学のそれぞれに
おける努力が求められよう。
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　②専門分野の違う有識者の「科学技術」に関する態度に見られる有意差
　心理学は人間の心理過程で生ずるさまざまな現象を科学的な方法で分析する。こうした心理現
象のひとつに，外界の事象をイメージしたり，感じたり，行動を起こしたりする「態度」がある。
筆者は「高度技術社会の展望」に関する日本人有識者の態度を分析するたあ，1992年に調査を行
った。（7）この調査では，官界，政界，経済・産業界，報道・言論界，人文・社会・自然科学系
学界など，9つの領域から合計1，722名の「有識者」を回答者に選び，507名から有効回答を得
た。回答者の「大学等における専攻」は，　「自然科学系」が25％，　「社会科学系」が36％，　「人
文科学系」が29％であった。回答者を「自然科学系」　「社会科学系」　「人文科学系」に分け，分
散分析という方法を用いて，5種の心理的要因のそれぞれについて，科学技術関連の事象に対す
る「態度」に見られる3つの専門分野間の有意差（p＜．05）の有無をそれぞれ調べてみた。
　（a）　「安全か危険か」の評価：
　　　「原子力発電」　「核融合」　「放射線によるガン治療」　「放射線による野菜殺菌」　「遺伝子
　　組み換え」　「超伝導技術」　「漢方薬」について，　「人文科学系」回答者は「自然科学系」回
　　答者と「社会科学系」回答者に比べ《危険》と感ずる傾向が強い。
　（b）　「人類にとって有用か無用か」の評価：
　　　「原子力発電」　「核融合」　「放射線によるガン治療」　「放射線による野菜殺菌」　「遺伝子
　　組み換え」　「超伝導技術」　「漢方薬」について，　「人文科学系」の回答者は「自然科学系」
　　回答者と「社会科学系」回答者に比べ《無用》とみなす傾向が強い。
　（c）　「私にとって有用か無用か」の評価：
　　　「原子力発電」　「核融合」　「放射線によるガン治療」　「放射線による野菜殺菌」　「遺伝子
　　組み換え」　「超伝導技術」　「ビタミン剤」　「漢方薬」について，　「入文科学系」の回答者は
　　「自然科学系」回答者と「社会科学系」回答者に比べ《無用》とみなす傾向が強い。
　（d）　「安心か不安か」の評価：
　　　「原子力発電」　「核融合」　「放射線による野菜殺菌」　「遺伝子組み換え」　「超伝導技術」
　　「漢方薬」について，　「人文科学系」の回答者は「自然科学系」回答者と「社会科学系」回
　　答者に比べ《不安》と感ずる傾向が強い。
　（e）　「利用するかしないかの自己決定の難易」の評価：
　　　「放射線による野菜殺菌」　「遺伝子組み換え」　「漢方薬」について，　「人文科学系」の回
　　答者は「自然科学系」回答者と「社会科学系」回答者に比べ《容易》とみなす傾向が強い。
　㈲　「危険が現実のものとなる確率」の評価：
　　　「原子力発電」　「核融合」　「放射線によるガン治療」　「放射線による野菜殺菌」　「遺伝子
　　組み換え」　「超伝導技術」　「臓器移植」について，　「人文科学系」の回答者は「自然科学系」
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　回答者と「社会科学系」回答者に比べ《危険の確率が高い》とみなす傾向が強い。
⑨　「危険が現実となった時，その被害の大きさ」の評価：
　　「放射線によるガン治療」　「放射線による野菜殺菌」　「超伝導技術」　「臓器移植」　「ビタ
　ミン剤」について，　「人文科学系」の回答者は「自然科学系」回答者と「社会科学系」回答
　者に比べ《被害が大きい》とみなす傾向が強い。
㈹　「放棄への賛否」の評価：
　　「原子力発電」　「核融合」　「放射線によるガン治療」　「放射線による野菜殺菌」　「遺伝子
　組み換え」　「超伝導技術」　「超高層建築技術」　「制ガン剤」について，　「人文科学系」回答
　者は「自然科学系」回答者と「社会科学系」回答者に比べ《放棄に賛成》する傾向が強い。
　これらの結果から，　「人文科学系」回答者が「自然科学系」ならびに「社会科学系」回答者に
比べ，ほとんどすべての「科学」ないし「テクノロジー」に関連する事象に対して相対的に「非
好意的」なマイナス評価を行っていることが明らかとなった。特に「原子力発電」　「核融合」
「放射線によるガン治療」　「放射線による野菜の殺菌」のように「放射能」に関連のある事象に
ついて，この傾向は顕著である。　「社会科学系」回答者の評価は，　「人文科学系」回答者の評価
よりも「自然科学系」回答者の評価に近い。文科系は有識者ですらこのように「放射能（線）」
に対して拒否反応を示す傾向が強い。したがって，一般大衆が「科学」ないし「テクノロジー」
に関連する事象，特に「放射能」に関連のある事象に対して，さらに強い拒否反応を示したとし
ても決して不思議ではない。
　これらの結果は，自然科学や社会科学を大学で専攻しなかった日本人の多くが「科学」や「テ
クノロジー」に対して好意的でなく，また原子力に関しては「放射能」に対する拒否反応など，
「核アレルギー」の兆候が強いことを示している。
②放射線とマス・メディア
　1994年11月24日から28日の5日間，フランス，パリのルーブル美術館の地下に新設されたばか
りのルーブル広場会議場で，IAEA主催の国際会議「放射線と社会一放射線リスクの理解」
が開催された。（8）　「放射線と社会」という会名が暗示するように，討論の内容は「放射線」の
領域をはるかに超え，「社会心理」や「ジャーナリズム」のような心理・社会的側面まで，きわ
あて幅の広いテーマに及んだ。4日目の10月27日には，午前に「メディア・フォーラム1」（放
射線リスクのコミュニケーション），午後に「メディア・フォーラム2」（争点の多い放射線事
例研究）がそれぞれ開かれ，科学者とジャーナリストの合意点と相違点を浮き彫りにした。科学
者もジャーナリストも，一般民衆に放射線の安全を伝える時のメッセージが「短く，正確で，明
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確」でなければならないことについて合意した。科学者もジャーナリストも，一般民衆は科学者
の言語が全く理解できず，たとえ科学者が放射線の安全性について説明しようとしても，それが
一般民衆には全く伝わらないということについても合意した。また，一般民衆の信用を高めるた
あには，秘密性を排し，情報の透明性を増し，正しい情報を提供することによって平素から一般
民衆を「啓蒙」する必要があるということにも合意した。このセッションでは，NucLeonics　Weele
誌の女性記者のコメントが特に印象的であった。
　「放射線リスクや放射線の疫学的影響の説明に使われたOHPの数字はあまりにも専門的すぎ
て，意味や関連がわからない。抽象的な統計や確率，放射線の単位を詳細に説明しようとすれば
するほど，大衆は訳が分からなくなる。　rなぜ大量の放射線は有害で，少量の放射線は有害でな
いのか』という素朴な疑問に答えてもらえないかぎり，一般大衆は放射線をこわいと思い続ける。
納得ができ，正直で，いつでも入手可能な情報が提供され，マス・メディアにとって興味ある話
題が提供されないかぎり，放射線はマス・メディアにも一般民衆にも手の届かない，不安な問題
であり続けるだろう。」
　「放射線と社会一放射線リスクの理解」の意義は，まさに彼女のこの短いコメントに集約さ
れているように思われる。
（3）　「確率論的リスク評価」と「主観的リスク評価」
　現実の社会で，リスクが「ゼロ」という状態は全く存続しない。にもかかわらず，大衆は「ゼ
ロ・リスク」の社会を期待し要求する。ありもしない「ゼロ・リスク」への期待は大衆の側の
「不合理」とも「わがまま」とも言えるが，チェルノブイリ原発事故やHIVの血液製剤事件に
顕著に見られたようにリスクが行政や産業の過失や意図的隠蔽から発した「人災」の面を持つこ
とを考え合わせれば，もっともであるという点も否定できない。しかし，「リスク」とは何であ
るのか。　「リスク」とはどのようにして測れるのか。あるいは，人びとは「リスク」をどのよう
に感ずるのか。これらの疑問に対する答えを要約したのが，表4である。
表4．「リスク」に関連する概念の定義
《リスク》：災害の種類，および災害の規模に加えて，被害もしくは好ましくない結果を
　生ずる確率。
《リスク評価》：災害に遇うことから生ずる悪効果の特徴づけ。リスクや不確実性の推定，
　分析技術，説明モデルなどを含む。数量的リスク評価は，リスクの特徴を数字（確率）
　で表す（例えば，Probabilistic　Risk　Analysis…PRA）．
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《リスク・バーセプション》：個人が知覚するリスク。合理的な認識というよりは，感性
　的な心理現象の性格が強い。個人の体験や知識集団帰属，あるいは性格などによっ
　て個人差ができる。
　原子力の専門家は「原子力発電所」を「安全だ」と主張する。他方，一般大衆の多くは「原子
力発電所」を「危険だ」と主張する。そして，両者は互いに譲らない。それでは一体，どちらの
主張が正しいのか。
　答は比較的簡単である。　「技術的」には専門家の主張は正しい。しかし，「心理的」には一般
大衆の主張が正しい。つまり両者は全く異質の2つの尺度を使って判断し，結論しているわけで，
比較することそれ自体が無意味なのである。問題は，両者とも，相手の尺度の存在や正当性をい
ささかたりとも認めようとしないことにある。全く異質の2つの尺度で測った「原子力発電所の
リスク」がどのような差異を生ずるかは，次の表5から明らかになろう。
表5．原子力発電所事故の「確率論的リスク」と「心理的リスク」　（安全感・安心感）
4確率論的リスク》
　WASH－1400　（1974）（9）　　3×10－9（100原子炉について）
《安全感》
　科学技術庁世論調査　（1990）（1°）：
　　　禦遜含」　，1：li°コー4L・％
　　　皇1膿欝　議：ト53・・3％
《安心感》
　科学技術庁世論調査　（1990）（1°）
　　　「こわくない」　　　　　　　2．1％－　2．1％
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　表中，rWASH－1400」とあるのは，アメリカの原子力委員会がラスムッセン博士を長
として行った「原子炉の安全研究」からの引用である。これによると，原子力発電所で死亡事故
が起こる確率は年間〔3×10”9〕，すなわち10億人に3人に過ぎない。アメリカで自動車事故で
死ぬ確率は年間役〔3×10－4〕，すなわち1万人に3人であるから，原子力発電所の方が自動車
よりも「10万倍も安全」と言うことになる。
　しかし，この原子力専門家の論理は一般大衆には全く通用しない。表5に見られるように，一
般大衆の53．5％は原子力発電所を「危険」と感じており，また97．7％が「こわい」と感じている
のである。この世論調査が1989年に実施されたことを思うと，　「もんじゅ」事故後の国民世論が
さらに「嫌原子力」ないし「反原子力」に傾いていたとしても少しも不思議ではない。
　こうした世論調査の結果は，原子力の専門家と非専門家が使う「尺度」が全く異なるたあに，
両者の間には「バーセプション・ギャップ」（知覚ギャップ）が存在し，そのために，越えるこ
とのできない「コミュニケーション・ギャップ」を生ずる可能性を暗示している。例えば，確率
論的に考える専門家は，自分たちが科学的に「安全」と考える「原子力」をなぜ大衆が「安全で
ない」とみなし，　「こわい」と感ずるかが理解できないであろうし，それは多分大衆が無知であ
り，非合理であるせいだろうと結論するであろう。他方，主観的な直観に忠実な大衆は，彼らが
「安全でない」とみなし，　「こわい」と感ずる「原子力」を「安全だ」と主張する専門家が理解
できず，最後には「嘘つきだ」と結論するようになるだろう。「バーセプション・ギャップ」は，
このように，相互的な不理解の積み重ねを通じて，対立感を助長することが少なくない。
　しかし，現実の問題として，専門家の用語を非専門家が理解する（あるいは，理解できる）と
思い込むほうが間違っている。「3×10’9」，「3かける，10のマイナス9乗」，「10万倍の安
全性」という抽象的な表現から，非専門家が何か具体的なイメージを頭の中で描くことができる
と期待する方がおかしい。これらの記述は，それ自体，日常生活とは全く無縁のものであり，ま
た，大多数の人びとにとって，かつて学校で学習した経験さえないものである。一言で言えば，
こうした固い科学的な表現には人の心に「ぐっとせまる」もの，つまり人間の感情の引き金を引
くもの，が欠けているのである。これと対照的に，マスコミのメッセージには，こうした「ぐっ
とくるもの」が豊富に含まれている。そうでなければ，マスコミは大衆に「売れなくなる」。反
面，社会的にも心理的にも大衆に近いマスコミの強力な影響力に対抗して，専門家が非専門家に
「学習」を強制的に押しつけるわけにもいかない。専門家にできる最も適切な対抗策は，非専門
家の言葉を使って非専門家との対話を繰り返すことであり，そのために専門家自身のコミュニケ
ーション能力を向上させることであると言えよう。
　「もんじゅ」の事故の際の「危機管理」の拙さに見られたように，少なくとも今のところは専
門家のコミュニケーション能力には限界がある。原子力の専門家は「もんじゅ」の事故の「危機
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管理」の失敗を通じて学び，今後達成すべき重要な「原子力危機管理」のシナリオを再検討し，
その妥当性を再認識する必要があるように思われる。
　高レベル廃棄物の処分地をはじめとして，これからの原子力立地には，多くの困難が予想され
る。今後，原子力の専門家には，第1に，非専門家とのコミュニケーション能力の向上，第2に，
国，県，市町村レベルにおける「危機管理」システムのネットワーク化とそれに伴うハードウェ
アとソフトウェアの充実，そして，第3に，大衆に内在する放射能（線）への不安を軽減するた
あ，論理による説得だけではなく，感情への訴えかけを通じての納得の獲得など，これまで比較
的関心が向けられなかった領域への進出が求あられることになろう。　「もんじゅ」の事故は，従
来の「原子力の危機管理」システムには特にコミュニケーションの面で不備な点が多いことを明
らかにした。これからの原子力の存続と発展のためには，　「原子力政策円卓会議」や「研究開発
段階の原子力施設に係わる事故時の情報公開等流通のあり方に関する特別会合」を出発点として，
大衆と密着した双方向的コミュニケーションの設定がますます不可欠になることを認識せねばな
るまい。
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